
職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
四
年
労
働
省
令
第
二
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

別
表
第
二
（
第
十
条
関
係
）

別
表
第
二
（
第
十
条
関
係
）

普
通
課
程
の
普
通
職
業
訓
練

普
通
課
程
の
普
通
職
業
訓
練

一
〜
四

（
略
）

一
〜
四

（
略
）

平成年月日 金曜日 (号外第号)官 報

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
平
成
三
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
対
応
す
る
収
益
の
獲
得
が
予
定
さ
れ
な
い
承
継
資
産
に
係
る
特
例
）

第
二
条

独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
六
十
五
号
）
附
則
第
三
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
機
構
」
と

い
う
。）に
出
資
さ
れ
た
も
の
と
さ
れ
る
資
産
及
び
独
立
行
政
法
人
雇
用
・
能
力
開
発
機
構
法
を
廃
止
す
る
法
律
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
二
十
六
号
）
附
則
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
機
構
に
出
資
さ
れ
た
も
の
と
さ
れ
る
資
産
の
う
ち

棚
卸
資
産
に
つ
い
て
は
、
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
二
条
の
四
第
一
項
の
指
定
を
受
け
た
も
の
と
み
な

す
。

第
三
条

独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
六
十
六
号
）
附
則
第
二
条
第
九
項
の
規
定
に
よ
り
独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
に
出
資
さ
れ
た
も
の
と
さ
れ
る
資
産
の
う
ち
敷
金
及
び
保
証
金
に
つ
い
て
は
、
第
二
条

の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
二
条
の
四
第
一
項
の
指
定
を
受
け
た
も
の
と
み
な
す
。

第
四
条

独
立
行
政
法
人
労
働
者
健
康
安
全
機
構
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
七
十
一
号
）
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
独
立
行
政
法
人
労
働
者
健
康
安
全
機
構
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
機
構
」
と
い
う
。）に
出
資
さ
れ
た
も
の
と

さ
れ
る
資
産
及
び
独
立
行
政
法
人
に
係
る
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の
厚
生
労
働
省
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
七
年
法
律
第
十
七
号
）
附
則
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
機
構
に
出
資
さ
れ
た
も
の
と
さ
れ
る
資
産
の

う
ち
棚
卸
資
産
及
び
前
払
費
用
に
つ
い
て
は
、
第
七
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
労
働
者
健
康
安
全
機
構
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
一
条
の
四
第
一
項
の
指
定
を
受
け
た
も
の
と

み
な
す
。

（
財
務
諸
表
及
び
事
業
報
告
書
の
作
成
に
係
る
経
過
措
置
）

第
五
条

次
に
掲
げ
る
省
令
の
規
定
は
、
平
成
三
十
一
年
四
月
一
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る
財
務
諸
表
（
独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）
第
三
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
財
務
諸
表
を
い
う
。
以
下
こ

の
条
に
お
い
て
同
じ
。）及
び
事
業
報
告
書
（
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
事
業
報
告
書
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）か
ら
適
用
し
、
同
日
前
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る
財
務
諸
表
及
び
事
業
報
告
書
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前

の
例
に
よ
る
。

一

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
三
条
及
び
第
十
三
条
の
二
第
二
項

二

第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
三
条
及
び
第
十
三
条
の
二
第
二
項

三

第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
国
立
重
度
知
的
障
害
者
総
合
施
設
の
ぞ
み
の
園
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
条
及
び
第
十
条
の
二
第
二
項

四

第
四
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
二
条
及
び
第
十
二
条
の
二
第
二
項

五

第
五
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
勤
労
者
退
職
金
共
済
機
構
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
五
条
及
び
第
十
五
条
の
二
第
二
項

六

第
六
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
医
薬
品
医
療
機
器
総
合
機
構
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
三
条
及
び
第
十
三
条
の
二
第
二
項

七

第
七
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
労
働
者
健
康
安
全
機
構
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
二
条
及
び
第
十
二
条
の
二
第
二
項

八

第
八
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
条
及
び
第
十
二
条
の
二
第
二
項

九

第
九
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
地
域
医
療
機
能
推
進
機
構
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
一
条
及
び
第
十
二
条
の
二
第
二
項

十

第
十
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
年
金
積
立
金
管
理
運
用
独
立
行
政
法
人
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
一
条
及
び
第
十
一
条
の
三
第
二
項

十
一

第
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
高
度
専
門
医
療
に
関
す
る
研
究
等
を
行
う
国
立
研
究
開
発
法
人
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
第
十
条
及
び
第
十
条
の
二
第
二
項

（
財
務
諸
表
の
作
成
に
係
る
経
過
措
置
）

第
六
条

第
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
日
本
年
金
機
構
の
財
務
及
び
会
計
に
関
す
る
省
令
第
三
条
の
規
定
は
、
平
成
三
十
一
年
四
月
一
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る
財
務
諸
表
（
日
本
年
金
機
構
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
百

九
号
）
第
四
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
財
務
諸
表
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）か
ら
適
用
し
、
同
日
前
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る
財
務
諸
表
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

〇
厚
生
労
働
省
令
第
四
十
一
号

職
業
能
力
開
発
促
進
法
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
六
十
四
号
）
第
十
九
条
第
一
項
、
第
三
十
条
第
三
項
か
ら
第
五
項
ま
で
及
び
第
五
十
一
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に

定
め
る
。平

成
三
十
一
年
三
月
二
十
九
日

厚
生
労
働
大
臣

根
本

匠


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